
平成２８年度当初予算の概要

平成２８年２月１９日



平成２８年度当初予算の概要①

新津市誕生から１０年。大型プロジェクト事業をはじめ、公共施設の
耐震化事業や津波避難対策等の災害対応強化事業など、
これまでに取り組んできた成果を継承・活用するとともに、これからの
１０年に向けて、津市をさらに魅力あふれるまちにするために
「今やるべきこと」を確実にやり遂げることができるよう予算を編成

平成２８年度当初予算の基本的な考え方

これまで進めてきた大型プロジェクト事業を着実に推進
これからの１０年に向けて「今やるべきこと」を確実に
やり遂げる事業により新たな活力を創出

～津市の輝かしい未来に向けて､第二ステージへ～

新津市新展開予算



概 要

予算額

一般会計

平成２８年度当初予算の概要②

１，１３６億円

障害者総合支援法に係る各種給付費、生活保護費など
の増額により扶助費が前年度比３．７％増

平成２７年度：１，１５９億１千万円

臨時福祉給付金や企業立地奨励金などの補助費等が
前年度比２３．１％増

新最終処分場・リサイクルセンターや防災物流施設の整備
完了などによる普通建設事業費が前年度比１９．８％減

予算総額は前年度比２．０％減の１，１３６億円



概 要

予算額

企業会計

特別会計

３０１億７千万円 （平成２７年度 ： ３０６億９千万円）

特別会計

１，２２６億８千万円 （平成２７年度 ： １，０５８億３千万円）

平成２８年度当初予算の概要③

下水道事業会計において建設改良費の減額などにより前年度比７．３％減
企業会計全体で前年度比１．７％減の３０１億円７千万円

概 要

予算額

女子王座決定戦競走（プレミアムＧⅠ）等の開催を予定するモーター
ボート競走事業特別会計の増
１２年ぶりにモーターボート競走事業特別会計から一般会計へ
繰り出しを復活（平成２８年度 ： １億円）
社会保障関係経費の増加による国民健康保険事業、介護保険事業、
後期高齢者医療事業会計の増
特別会計全体で前年度比１５．９％増の１，２２６億８千万円



平成２８年度当初予算の概要④
単位：百万円

区分 平成２８年度 平成２７年度 増減額 増減率

一般会計 113,596 115,908 △ 2,312 △2.0%

特
別
会
計

モーターボート競走事業 52,127 40,303 11,824 29.3%

国民健康保険事業 33,710 30,792 2,918 9.5%

介護保険事業 27,018 26,334 684 2.6%

後期高齢者医療事業 6,006 5,762 244 4.2%

市営浄化槽事業 664 418 246 59.2%

簡易水道事業 1,263 930 333 35.8%

農業集落排水事業 552 549 3 0.5%

土地区画整理事業 1,284 681 603 88.6%

住宅新築資金等貸付事業 53 61 △ 8 △13.2%

椋本財産区 1 1 0 10.4%

（１０会計）合計 122,678 105,831 16,847 15.9%

企
業
会
計

水道事業（支出） 11,944 11,132 812 7.3%

工業用水道事業（支出） 24 22 2 6.8%

下水道事業（支出） 17,582 18,962 △ 1,380 △7.3%

駐車場事業（支出） 294 289 5 1.8%

農業共済事業（支出） 323 286 37 13.1%

（５会計）合計 30,167 30,691 △ 524 △1.7%

合 計 266,441 252,430 14,011 5.6%



平成２８年度一般会計当初予算（歳入）

法人市民税の実効税率引き下げなどの
影響により市税は４億円減

２３億円 （２．０％）の減

全体規模は
平成２７年度当初予算と比較して

市税

34.3%

390億円

繰入金

9.1%

104億円その他

4.9%

54億円

地方交付税

15.8%

180億円

地方消費税

交付金

3.5%

39億円

国県支出金

19.0%

219億円

市債

11.8%

134億円

地方譲与税

0.8%

9億円

自主財源

48.3%

548億円

依存財源

51.7%

588億円

歳入

1,136億円

その他
0.8%

10億円

地方消費税交付金は４億円増

新最終処分場・リサイクルセンター整備
完了などにより市債は３１億円減

地方交付税は２億円減

国県支出金は８億円増



社会保障費の増加などから、
扶助費で８億円増、補助費
等で１１億円増

平成２８年度一般会計当初予算（歳出）

大型プロジェクトの整備完了
などにより普通建設事業費は

４２億円減

国民健康保険事業、介護保
険事業、後期高齢者医療事
業特別会計への繰出金で
７億円増人件費

17.8%

202億円

扶助費

20.0%

228億円

公債費

8.5%

96億円

普通建設事業費

（単独）11.2%

127億円

普通建設事業費

（補助）3.8%

44億円

災害復旧

事業費

0.0%

0.4億円

物件費

16.9%

193億円

繰出金

15.1%

171億円

補助費等

5.4%

61億円

その他

1.3%

14億円

義務的経費

46.3%

526億円

投資的経費

15.0%

171億円

その他の経費

38.7%

439億円

歳出

1,136億円

その一方



産業・スポーツセンターの整備
57億4,571万円

・本体建築工事
・南側駐車場周辺の緑地整備等

久居駅周辺地区都市再生整備事業
12億 126万円

・久居ホール整備（実施設計等）
・市道新町野口線道路改良、避難路整備
・久居交流広場整備（市民会館解体工事及び実施設計等）
・耐震性貯水槽整備（実施設計）
・久居体育館改修（実施設計）

平成２８年度当初予算の主要事業

大型プロジェクト事業の着実な推進

（仮称）応急クリニック及び
教育委員会庁舎整備事業

7億4,482万円

・本体建築工事等

名松線利活用関係事業
605万円

・民間団体による集客イベントへの助成・情報発信等

（仮称）香良洲高台防災公園整備事業
1,310万円

・（仮称）香良洲高台防災公園の盛土雨水対策



子育て・子育ち環境の充実
保育所施設整備事業 3億2,701万円
民間保育所の施設整備支援（2園､30人定員増予定）

医療費助成事業 5,733万円
医療費助成を拡大し、新たに中学生までの
医療費を無料に（平成２８年９月実施予定）

主要事業の事業名等と平成２８年度当初予算額を記載しています

平成２８年度当初予算の主要事業

「今やるべきこと」を確実にやり遂げる事業①

快適な教育環境の整備

学校施設維持補修事業 12億2,890万円
全小中学校の普通教室へエアコンを整備
（５年で６２校）（実施設計）、トイレの洋式化の
推進（設計８校、工事１０校）・西が丘小学校
増築（プレハブ解消）

放課後児童健全育成事業 3億6,624万円
放課後児童クラブ施設の新築（村主地区）のほか、
ひとり親家庭への利用料支援の拡充

義務教育学校の開校 2億8,389万円
本市初の取り組みとして、義務教育学校の整備
を美里地域で実施（平成２９年度開校に向けた
プールの新築工事等）

国体・インターハイに向けた対応
国民体育大会等準備事業 7,593万円
伊勢湾海洋スポーツセンターの改修など

既存スポーツ施設改修事業 2億1,531万円
各種競技会場となる久居体育館、芸濃総合文化
センター内アリーナ、安濃中央総合公園内体育館、
一志体育館などの改修

新

新



生活・交通環境の整備

道路・河川・公園等の維持事業 24億1,384万円
地域インフラ維持・補修事業を含む道路、河川、
公園等の維持管理の強化・充実 （前年度比12％増）

上浜町大谷町第１号線道路改良事業 8,031万円
渋滞緩和、歩行者・自転車の安全確保のための
大谷踏切の拡幅（予備設計、用地測量等）

塔世橋南郊線（津興橋架替）道路改良事業
6,110万円

老朽化により、耐震対策が必要な津興橋（岩田川）
の架け替え（詳細設計等）

狭あい道路整備事業 515万円
道路後退用地確保のための測量、除却等への助成

平成２８年度当初予算の主要事業

「今やるべきこと」を確実にやり遂げる事業②

獣害対策の推進
獣害対策事業 1億 224万円
防護柵補助制度の要件緩和、獣害対策相談チーム
の設置等による獣害対策の拡充

主要事業の事業名等と平成２８年度当初予算額を記載しています

コミュニティ活動の支援
（仮称）豊が丘会館別館整備事業

2,045万円
（仮称）豊が丘会館別館の整備に係る実施設計等

新
新

新たなごみ分別・収集体制の実施
ごみ収集事業 17億 618万円
ペットボトルの月２回収集、汚れた容器包装プラスチッ
クごみの可燃ごみ収集及び危険ごみ収集の実施



人件費・公債費の推移（当初予算額）

（単位：億円）

平成２８年度当初予算～財政運営～
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市債発行額の推移（当初予算額）

※臨時財政対策債：元利償還金の全額が地方交付税に算入される市債。実質的な地方交付税
※合併特例事業債：元利償還金の7割が後年度の地方交付税に算入される市債

（単位：億円）

平成２８年度当初予算～財政運営～
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市債残高見込の推移（年度末見込）

（単位：億円）

平成２８年度当初予算～財政運営～
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